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表紙*電子提供措置用*

証券コード：9220

第39期 定時株主総会
　

招 集 ご 通 知
2 0 2 5 年４月１日　▶　 2 0 2 6 年３月 3 1日

■ 開催日時 2026年６月26日（金曜日）午前10時
（受付開始　午前９時30分）

■ 開催場所 長野県佐久市長土呂159番地２
エフビー介護サービス株式会社
本社　会議室

■ 決議事項 第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役（監査等委員である取

締役を除く。）５名選任の件
第３号議案 監査等委員である取締役４名

選任の件
議決権行使期限

2026年６月25日（木曜日）
午後５時30分到着分まで
　 　

エフビー介護サービス株式会社
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招集ご通知

証券コード　9220
2026年６月11日

(電子提供措置の開始日2026年６月４日)
株 主 各 位

長野県佐久市長土呂159番地２
エフビー介護サービス株式会社
代表取締役社長 栁 澤 　 美 穂

【当社ウェブサイト】
https://www.fb-kaigo.co.jp/ir/library/meeting

【東京証券取引所ウェブサイト】
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

第39期定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申しあげます。
　さて、当社第39期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあげます。
　本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の下記ウェブサイ
トに「第39期定時株主総会招集ご通知」として電子提供措置事項を掲載しております。

　また、上記のほか、インターネット上の下記ウェブサイトにも掲載しております。

上記ウェブサイトにアクセスして、当社名又は証券コード(半角で9220)を入力・検索し、
「基本情報」「縦覧書類/PR 情報」を順に選択のうえ、ご覧ください。

　なお、当日ご出席されない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お手
数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に賛否をご表示いた
だき、2026年６月25日（木曜日）午後５時30分までに到着するようご送付いただきたくお願
い申しあげます。

敬　具

－ 1 －
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招集ご通知

１．日 時 2026年６月26日（金曜日）午前10時
２．場 所 長野県佐久市長土呂159番地２

エフビー介護サービス株式会社　本社　会議室
３．目 的 事 項

報 告 事 項 １. 第39期（2025年４月１日から2026年３月31日まで）事業報
告、連結計算書類ならびに会計監査人及び監査等委員会の連結計
算書類監査結果報告の件

２. 第39期（2025年４月１日から2026年３月31日まで）計算書類
報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名選任の件
第３号議案 監査等委員である取締役４名選任の件

 

記

以　上

◎当日ご出席の際は、お手数ながら本招集ご通知とあわせてお送りする議決権行使書用紙を会場受付にご提出く
ださい。

◎議決権行使書面において、議案に賛否の表示がない場合は、賛成の意思表示をされたものとして取り扱わせて
いただきます。

◎書面交付請求された株主様へご送付している書面には、法令及び当社定款の規定に基づき、下記の事項を記載
しておりません。また、監査等委員会及び会計監査人は次の事項を含む監査対象書類を監査しております。
なお、本株主総会におきましては、書面交付請求の有無にかかわらず、株主の皆様に電子提供措置事項から下
記事項を除いたものを記載した書面を一律でお送りいたします。

(1) 連結計算書類の連結注記表
(2) 計算書類の個別注記表

◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正内容を掲載させていただきま
す。

－ 2 －
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議決権行使についてのご案内

株主総会にご出席される場合 書面（郵送）で議決権を行使される場合
議決権行使書用紙を会場受付にご提出
ください。

日時
2026年６月26日（金曜日）
午前10時
(受付開始：午前９時30分)

議決権行使書用紙に議案に対する賛否を
ご表示のうえ、切手を貼らずにご投函ください。
（下記の行使期限までに到着するよう
ご返送ください）

行使期限 2026年６月25日（木曜日）午後５時30分到着分まで

※株主総会にご出席の株主様へのお土産のご用意はございません。
何卒ご理解くださいますようお願い申しあげます。

議決権行使についてのご案内
議決権は、以下の２つの方法により行使いただくことができます。

議決権行使書用紙のご記入方法

第１号議案について 第２・３号議案について
賛 成 の 場 合 →賛 に○印 全 員 賛 成 の 場 合 →賛 に○印
反 対 の 場 合 →否 に○印 全 員 反 対 の 場 合 →否 に○印

一部候補者に反対の場合 →賛 に○印をし、反対する候補者番号を下の空欄に記入

議 決 権 行 使 書
御中

　○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○

1. ○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○

3.

4.

○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○

2.
議 決 権 の 数
　　　　　　　　個

○年○月○日

エフビー介護サービス株式会社

エフビー介護サービス株式会社

○○○○○○○
○○○○○○○
○○○○○○○
○○○○○○○
○○○○○○○
○○○○○○○

※議決権行使書用紙はイメージです。

こちらに議案に対する賛否を
ご記入ください。

原案に対する賛否

但し を除く

賛
賛

否
否

－ 3 －
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剰余金処分議案

第１号議案 剰余金の処分の件

配当財産の種類 金銭

配当財産の割当てに関する事項
及びその総額

当社普通株式１株につき　金25円（前期に比べ５円増配）
総額　60,917,500円
　なお、中間配当金として13円をお支払いしておりますの
で、当期の年間配当金は１株につき38円となります。

剰余金の配当が効力を生じる日 2026年６月29日

株主総会参考書類

　剰余金の処分につきましては、株主に対する利益還元を重要課題の一つとして認識し、株主へ
の配当を安定かつ継続的に実施することを基本方針としております。
　第39期の期末配当につきましては、業績の拡大や株主に対する利益還元等を総合的に勘案し
て期末配当を１株につき５円増配することとし、次のとおりといたしたいと存じます。

期末配当に関する事項

－ 4 －
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取締役選任議案

第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名選任の件

候補者
番　号 1 やなぎ

栁
 

　
さわ

澤
 

　
ひで

秀
 

　
き

樹 (1949年12月30日生) (男性) 再 任
　　

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
    1970年    2 月 フランスベッド販売㈱ 入社
    1987年    4 月 エフビー信州㈱（現：当社）設立

代表取締役社長
    2002年    7 月 社会福祉法人佐久平福祉会 設立 理事長

    2018年    10月 当社 代表取締役会長兼社長
    2022年    9 月 当社 取締役
    2023年    6 月 当社 代表取締役会長（現任）

取締役候補者の選任理由
栁澤秀樹氏は当社を創業し、代表取締役社長として長年にわたりグループの全体の経営の指揮を執り、企業価値の向上
に貢献してまいりました。2022年９月に代表取締役会長兼社長の職を辞し代表権を返上しましたが、経営環境の変化
に迅速に対応し、持続的な成長と中長期的な企業価値向上の取り組みを強化するため2023年６月に代表取締役会長に
復帰いたしました。当社グループの経営全般においてその役割・責務を果たしており、今後の当社グループの持続的な
企業価値向上のため、引き続き取締役としての選任をお願いするものであります。

所有する当社の株式数：365,000株
在任年数：39年２ヵ月
取締役会出席状況：17/17回

　

　取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本議案において同じ。）５名全員は、本総会
終結の時をもって任期満了となります。
　つきましては、取締役５名の選任をお願いするものであります。
　なお、本議案に関しましては、当社の監査等委員会において検討がなされましたが、特に指摘
すべき点はございませんでした。
　取締役候補者は、次のとおりであります。

－ 5 －
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取締役選任議案

候補者
番　号 2 やなぎ

栁
 

　
さわ

澤
 

　
み

美
 

　
ほ

穂 (1973年11月24日生) (女性) 再 任
　　

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
    1996年    4 月 アイフル㈱ 入社
    1998年    10月 ㈱武富士 入社
    2004年    9 月 当社 入社
    2015年    6 月 当社 取締役
    2017年    12月 ルルパ㈱ 代表取締役
    2018年    8 月 当社 常務取締役 人材育成／保険外事業 

管掌

    2020年    7 月 スマイル薬局㈱ 代表取締役
    2020年    10月 当社 常務取締役 人事部長
    2021年    6 月 当社 取締役副社長
    2022年    9 月 当社 代表取締役社長（現任）
    2023年    7 月 スマートケアタウン㈱ 代表取締役

（現任）
    2023年    9 月 ㈱シルバーアシスト 代表取締役（現任）

重要な兼職の状況
㈱シルバーアシスト 代表取締役
スマートケアタウン㈱ 代表取締役

取締役候補者の選任理由
栁澤美穂氏は2004年に当社に入社後、人事の視点から当社の人材に係る業務全般に携わり、特に今後のさらなる介護
人材不足を見据え、海外人材の教育・採用に注力してまいりました。2022年９月の代表取締役社長就任後は当社グル
ープを牽引し、経営全般においてその役割・責務を果たしております。今後の当社グループの持続的な企業価値向上の
ために必要で有ると判断し、引き続き取締役としての選任をお願いするものであります。

所有する当社の株式数：165,000株
在任年数：11年
取締役会出席状況：17/17回

　

－ 6 －
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取締役選任議案

候補者
番　号 3 よ

依
 

　
だ

田
 

　
だい

大
 

　
り

利 (1961年11月24日生) (男性) 再 任
　　

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
    1984年    4 月 上田商工信用組合 入所
    2002年    9 月 当社 入社 本社 管理課長
    2007年    4 月 当社 本社 総務課長
    2013年    4 月 当社 介護事業部 部長

    2019年    12月 当社 社長室 参事
    2022年    11月 当社 執行役員 社長室 室長
    2023年    2 月 当社 取締役 ＩＲ企画室 室長
    2023年    6 月 当社 取締役 ＩＲ企画管掌（現任）

取締役候補者の選任理由
依田大利氏は当社の在籍年数が20年を超え、管理部門及び事業部門の両方を経験しており、介護業界や当社グループ
の業務内容を深く理解しております。ＩＲ企画部門を管掌する役員として適時開示・ＩＲの他、代表取締役社長の補佐
役として当社グループの企業価値の向上のために引き続き取締役としての選任をお願いするものであります。

所有する当社の株式数：100株
在任年数：３年４ヵ月
取締役会出席状況：17/17回

　

－ 7 －
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取締役選任議案

候補者
番　号 4 に

二
の

之
みや

宮
 

　
 

　
 

　
おさむ

修 (1970年９月８日生) (男性) 再 任
　　

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
    2000年    10月 日本ビジネステレビジョン㈱（現：

JBTV㈱）入社
    2015年    1 月 同社 執行役員
    2015年    10月 ㈱アシスト（現：JBTV㈱）取締役

    2022年    2 月 オンコセラピー・サイエンス㈱ 管理本
部長

2023年  1月 当社 入社 経理財務部長
2024年 ６月 当社 取締役  経営管理本部長（現任）
2025年 ６月 ルルパ㈱ 代表取締役（現任）

重要な兼職の状況
ルルパ㈱  代表取締役

取締役候補者の選任理由
二之宮修氏は、長年、経理業務に従事して財務・会計に関する知見を有しており、当社に入社後、経理財務部長として
の職務・職責を適切に果たし、当社の事業内容も理解していただきました。当社入社以前に取締役及び管理本部長を経
験した実績と豊富な経験、知見を活かし、当社において役員として経営管理本部長の職務・職責を果たしており、当社
グループの企業価値の向上のために引き続き取締役としての選任をお願いするものであります。

所有する当社の株式数：0株
在任年数：２年
取締役会出席状況：17/17回

　

－ 8 －
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取締役選任議案

候補者
番　号 5 てら

寺
 

　
お

尾
 

　
ふみ

文
 

　
たか

孝 (1941年５月２日生) (男性) 再 任
　　

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
    1966年    6 月 警視庁第一機動隊退職
    1967年    4 月 秦野章事務所兼務 秦野章私設秘書
    1987年    4 月 日本ドリーム観光㈱ 代表取締役副社長
    1987年    5 月 ㈱横浜ドリームランド 代表取締役

    1999年    1 月 日本リスクコントロール㈱ 代表取締役
社長（現任）

    2023年    2 月 当社 取締役（現任）

重要な兼職の状況
日本リスクコントロール㈱ 代表取締役社長

取締役候補者の選任理由
寺尾文孝氏は長年にわたり上場企業を含む多数の企業経営に携わってきた経験に加え、その中で培われた見識を備えて
おります。今後の当社グループの企業価値の向上のために有益なアドバイスをしていただける人材であることから、引
き続き取締役としての選任をお願いするものであります。

所有する当社の株式数：0株
在任年数：３年４ヵ月
取締役会出席状況：14/17回

　
（注）１. 各候補者と当社との間には特別な利害関係はありません。

２. 取締役候補者栁澤秀樹氏は、会社法第２条第４号の２に定める親会社等であります。
３. 当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険（Ｄ＆Ｏ保険）契約を保険会社と

の間で締結しており、当社取締役を含む被保険者がその地位に基づいて行った行為に起因して法律上
の賠償責任を負担した場合に被保険者が被る損害を当該保険契約により補填することとしておりま
す。なお、Ｄ＆Ｏ保険の保険料は、全額を当社が負担しております。
各候補者が取締役に就任した場合は、当該保険契約の被保険者となり、2027年４月に当該保険契約
を更新する予定です。
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第３号議案 監査等委員である取締役４名選任の件

候補者
番　号 1 さ

佐
さ

々
き

木
 

　
ひ で

秀
 

　
お

男 (1964年12月24日生) (男性) 再 任
　　

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
    1989年    3 月 医療法人研成会 入職
    1995年    4 月 社会福祉法人みまき福祉会 入職
    2001年    1 月 社会福祉法人ちいさがた福祉会 入職
    2005年    4 月 特定非営利活動法人のんびり 入職

    2006年    1 月 ㈱ミヤマ 入社 介護部長
    2019年    4 月 当社 入社 内部監査室 室長
    2023年    2 月 取締役（監査等委員・常勤）（現任）

監査等委員である取締役候補者の選任理由
佐々木秀男氏は、介護保険事業における豊富な経験を有し、当社では内部監査室室長を務めてまいりました。介護保険
制度に精通しているとともに、当社の状況も十分に把握していることから、引き続き取締役（監査等委員・常勤）の選
任をお願いするものであります。

所有する当社の株式数：０株
在任年数：３年４ヵ月
取締役会出席状況：17/17回
監査等委員会出席状況：13/13回

　

　監査等委員である取締役４名全員は、本総会終結の時をもって任期満了となります。
　つきましては、監査等委員である取締役４名の選任をお願いするものであります。
　監査等委員である取締役候補者は次のとおりであります。
　なお、本議案に関しましては監査等委員会の同意を得ております。

－ 10 －
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候補者
番　号 2 き

木
 

　
うち

内
 

　
 

　
 

　
ひとし

均 (1964年８月３日生) (男性) 再 任
　　

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
    1988年    4 月 松下政経塾 入塾
    1993年    4 月 佐久市議会議員（２期）
    2003年    4 月 長野県議会議員（２期）
    2012年    12月 衆議院議員［自由民主党］（２期）
    2018年    1 月 大樹総研株式会社 特別研究員
    2019年    3 月 自由民主党 幹事長特別参与

    2019年    8 月 銀座パートナーズ㈱ 代表取締役
（現任）

    2020年    11月 ワイズコンサルティング㈱ 取締役専務
（現任）

    2023年    2 月 取締役（監査等委員）（現任）

重要な兼職の状況
銀座パートナーズ㈱ 代表取締役
ワイズコンサルティング㈱ 取締役専務

監査等委員である社外取締役候補者の選任理由及び期待される役割
木内均氏は、政治家としての長年の活動の中で培われたネットワーク力を有しております。当社のビジネスが介護保険
制度という公的な制度に基づくものであるという性質に鑑み、行政に関連する視点で当社の経営を見ていただくことが
できると判断し、引き続き監査等委員（社外取締役）として選任をお願いするものであります。

所有する当社の株式数：０株
在任年数：３年４ヵ月
取締役会出席状況：17/17回
監査等委員会出席状況：13/13回

　

－ 11 －
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候補者
番　号 3 い ち

一
 

　
み や

宮　なほみ (1948年11月22日生) (女性) 再 任
　　

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
    1974年    4 月 横浜地方裁判所 判事補
    1985年    4 月 東京地方裁判所 判事
    1989年    11月 司法研修所 教官（民事裁判）
    1994年    4 月 東京高等裁判所 判事
    2005年    12月 水戸地方裁判所 所長
    2011年    1 月 仙台高等裁判所 長官

    2013年    6 月 人事官
    2014年    4 月 人事院総裁
    2021年    7 月 弁護士登録 東京弁護士会所属

一宮なほみ法律事務所 代表弁護士
（現任）

    2022年    5 月 瑞宝大綬章受章
    2023年    2 月 取締役（監査等委員）（現任）

重要な兼職の状況
一宮なほみ法律事務所 代表弁護士

監査等委員である社外取締役候補者の選任理由及び期待される役割
一宮なほみ氏は、過去に直接会社経営に関与した経験はありませんが、裁判所判事として長年にわたり法律分野に関わ
ってこられていることに加え、人事院総裁を経験されております。法律家としての視点だけでなく組織運営の視点から
も当社の経営を見ていただくことができると判断し、引き続き監査等委員（社外取締役）として選任をお願いするもの
であります。

所有する当社の株式数：０株
在任年数：３年４ヵ月
取締役会出席状況：15/17回
監査等委員会出席状況：12/13回
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候補者
番　号 4 しま

嶋
 

　
かた

方
 

　
たく

拓
 

　
ろう

郎 (1981年８月６日生) (男性) 再 任
　　

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
    2007年    12月 あずさ監査法人（現 有限責任あずさ監

査法人）入所
    2012年    1 月 公認会計士登録
    2015年    6 月 嶋方会計事務所 所長（現任）
    2016年    7 月 ㈱マーベルコネクト（現 アカウンティ

ア㈱）代表取締役（現任）
    2016年    8 月 ㈱軽子坂パートナーズ 入社

    2019年    11月 and factory㈱ 監査役
    2021年    5 月 ㈱LINK-US 監査役（現任）

㈱トレッタキャッツ 監査役
    2022年    6 月 ツクリンク㈱ 監査役（現任）
    2022年    11月 M&Aロイヤルアドバイザリー㈱ 監査役

（現任）
2024年    6 月 取締役（監査等委員）（現任）

重要な兼職の状況
嶋方会計事務所 所長
アカウンティア㈱ 代表取締役
㈱LINK-US 監査役
ツクリンク㈱ 監査役
M&Aロイヤルアドバイザリー㈱ 監査役

監査等委員である社外取締役候補者の選任理由及び期待される役割
嶋方拓郎氏は、公認会計士として企業会計に精通する専門家の豊富な知識と経験を有し、数多くの企業の会計監査や株
式上場準備支援等に携わり、また、監査役としての経験も有しています。当社では特に会計税務における経営監督機能
の強化の観点から、会社経営の視点で有益な指摘や意見をいただくことができると判断し、引き続き監査等委員（社外
取締役）として選任をお願いするものであります。

所有する当社の株式数：０株
在任年数：２年
取締役会出席状況：17/17回
監査等委員会出席状況：13/13回

　
（注）１. 各候補者と当社との間には特別な利害関係はありません。

２. 木内均、一宮なほみ及び嶋方拓郎の３氏は、社外取締役候補者であります。
また、木内均、一宮なほみ及び嶋方拓郎の３氏の選任が承認された場合、引き続き株式会社東京証券
取引所の定める独立役員となる予定であります。

３. 木内均、一宮なほみ及び嶋方拓郎は、現在、当社の監査等委員である社外取締役でありますが、監査
等委員である社外取締役としての在任期間は、本定時株主総会終結の時をもって木内均及び一宮なほ
みの両氏が３年４ヵ月、嶋方拓郎氏は２年となります。
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４. 当社は社外取締役（監査等委員）との間で会社法第427条第１項及び当社定款の規定に基づき同法第
423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており、木内均、一宮なほみ及び嶋方拓郎の３
氏の選任が承認された場合、それぞれ契約を継続する予定であります。当該契約では、会社法第425
条第１項に規定する最低限度額をもって、損害賠償責任の限度としております。

５. 当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険（Ｄ＆Ｏ保険）契約を保険会社と
の間で締結しており、当社取締役を含む被保険者がその地位に基づいて行った行為に起因して法律上
の賠償責任を負担した場合に被保険者が被る損害を当該保険契約により補填することとしておりま
す。なお、Ｄ＆Ｏ保険の保険料は、全額を当社が負担しております。各候補者が取締役に就任した場
合は、当該保険契約の被保険者となり、2027年４月に当該保険契約を更新する予定であります。

以　上
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当連結会計年度の事業の状況、財産及び損益の状況、重要な親会社及び子会社の状況

事業報告（2025年４月１日から2026年３月31日まで）

１．企業集団（当社グループ）の現況に関する事項
(1) 当連結会計年度の事業の状況

① 事業の経過及びその成果
　当連結会計年度におけるわが国経済は、円安が続いてインバウンド需要が高水準で推移
し、企業業績は米国の関税政策の影響は限定的で円安等を追い風に底堅さが見られまし
た。また、底堅い企業業績を背景に賃金は高水準で上昇しましたが、米等の生活必需品の
価格が高止まり、さらには中東情勢の悪化を受けて原油価格が高騰する中、さらなる物価
の高騰が懸念されて個人消費が伸び悩み、全体として景気の回復は進みませんでした。
　国内の介護業界におきましては、高齢化が進み介護離職やヤングケアラー等の問題が顕
在化し、介護業界の社会的責任が増大しております。また人手不足は深刻であり、介護サ
ービスの職業有効求人倍率は厚生労働省資料の一般職業紹介状況(2026年２月分)による
と3.46倍と高い数値で推移しており、サービスを担う人材確保に取り組むことは介護事
業者の大きな課題となっております。また近年の物価の高騰と人件費の上昇は経営を圧迫
しており、政府からの介護業界支援策として2025年度補正予算で介護事業者職員賃上げ
のための補助金制度が設けられましたが、不十分と言わざるを得ない状況となっておりま
す。
　このような状況のもと当社グループは、人材不足の中、技能実習生や特定技能外国人の
採用等を進めて介護人材の確保に努め、政府からの介護職員処遇改善支援補助金の活用
等、介護職員の処遇改善を行いました。
　また、当社グループの成長戦略の一環として、６月にグループホーム１ヵ所(栃木県宇
都宮市)を新規開設すると共に事業譲受により福祉用具営業所２ヵ所(長野県塩尻市・安曇
野市)を取得し、営業を開始いたしました。
　これらの結果、当連結会計年度の売上高は11,533百万円（前連結会計年度比5.2％
増）、営業利益は新設した介護事業所の初期投資費用等により634百万円（前連結会計年
度比3.8％減）、経常利益は新設した介護事業所に関する地方自治体からの建設補助金の
支給等により826百万円（前連結会計年度比21.7％増）、特別損失として介護事業所の
減損損失140百万円を計上しましたが、親会社株主に帰属する当期純利益は464百万円
（前連結会計年度比14.3％増）となりました。

－ 15 －
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事業セグメントの状況
（福祉用具事業）
　福祉用具事業においては、ケアマネジャーや介護施設、利用者様等への訪問活動の他、
新規利用者様の開拓にも注力した地域密着の営業活動が順調に推移しました。また、
2025 年６月に事業譲受により取得した営業所２ヵ所の営業を開始したことにより増収と
なりました。
　セグメント利益は自社レンタル商品の仕入が引き続き高い水準を維持し、営業所２ヵ所
の事業譲受の紹介手数料を計上したものの、増収効果で利益を確保して増益となりまし
た。
　以上の結果、当連結会計年度の福祉用具事業の売上高は4,974百万円（前連結会計年度
比8.4％増）、セグメント利益は320百万円（前連結会計年度比2.3％増）となりました。

（介護事業）
　介護事業においては、2025 年６月のグループホーム１ヵ所の新規開設の他、既存介護
事業所の営業を強化して入居者の確保に努めたこと等により増収となりました。
　セグメント利益は食材費や人件費等が上昇する中、介護の原点に立ち返って介護技術や
接遇の再習得、業務の見直し等を行ってコスト削減に努めましたが、一過性の費用として
グループホーム１ヵ所の新規開設費用や地方公共団体からの介護人材確保・職場改善等事
業補助金等を原資とした賞与の費用計上により減益となりました。
　なお、賞与の原資とした介護人材確保・職場改善等事業補助金等は補助金収入として営
業外収益に計上しているため、経常利益ベースでは賞与の費用計上と補助金収入が対応し
ており、連結損益計算上は相殺されております。
　以上の結果、当連結会計年度の介護事業の売上高は6,559百万円（前連結会計年度比
2.8％増）、セグメント利益は313百万円（前連結会計年度比9.4％減）となりました。
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事業区分
第38期

2025年3月期
第39期

2026年3月期 前期比

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 増減

福 祉 用 具 事 業 4,586 4,974 388 8.4％

介 護 事 業 6,381 6,559 178 2.8％

合 計 10,967 11,533 566 5.2％

企業集団のセグメント別の売上高推移

② 設備投資の状況
　当連結会計年度に当社グループが実施した設備投資の総額は282百万円であり、福祉用
具事業75百万円、介護事業150百万円、全社共通56百万円の設備投資をそれぞれ実施い
たしました。
　主な設備投資の内容は、介護事業の2025年６月開設のグループホーム１ヵ所（「グル
ープホームエフビーゆいの杜」栃木県宇都宮市）の建物附属設備及び備品等の増加であり
ます。

③ 資金調達の状況
　該当事項はありません。

④ 事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況
　該当事項はありません。

⑤ 他の会社の事業の譲受けの状況
　当社は2025年６月１日を効力発生日として株式会社丸屋家具から福祉用具事業(長野県
塩尻市・安曇野市に所在する福祉用具営業所２ヵ所)を譲り受けました。

⑥ 吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
　該当事項はありません。

－ 17 －



2026/05/28 12:59:29 / 25298359_エフビー介護サービス株式会社_招集通知_電子提供措置用

当連結会計年度の事業の状況、財産及び損益の状況、重要な親会社及び子会社の状況

⑦ 他の会社の株式、その他の持分または新株予約権の取得または処分の状況
　該当事項はありません。

区 分 第36期
2023年３月期

第37期
2024年３月期

第38期
2025年３月期

第39期
2026年３月期

(当連結会計年度)
売 上 高（百万円） 9,619 10,361 10,967 11,533
経 常 利 益（百万円） 737 802 678 826
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 444 523 406 464当 期 純 利 益（百万円）
１株当たり当期純利益（円） 167.39 195.60 152.00 187.51
総 資 産（百万円） 9,019 9,499 8,858 9,327
純 資 産（百万円） 3,037 3,478 3,641 3,929
１ 株 当 た り 純 資 産（円） 1,135.13 1,299.91 1,447.37 1,612.43

(2) 財産及び損益の状況
① 企業集団の財産及び損益の状況

（注）１株当たり当期純利益は期中平均発行済株式総数により算出しており、１株当たり純資産は期末発行済株
式総数により算出しております。なお、発行済株式総数につきましては、自己株式を控除した株式数によ
っております。

会 社 名 資 本 金 出資比率 主要な事業内容 決算日
ル ル パ 株 式 会 社 5百万円 100％ 介護事業 ３月31日
株 式 会 社 シ ル バ ー ア シ ス ト 10百万円 100％ 福祉用具・介護事業 ３月31日
スマートケアタウン株式会社 3百万円 100％ 介護事業 ３月31日

(3) 重要な親会社及び子会社の状況（2026年３月31日現在）
① 親会社の状況

　該当事項はありません。
② 重要な子会社の状況

－ 18 －
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対処すべき課題

(4) 対処すべき課題
　次期の経済見通しにつきましては、円安による輸入品価格の上昇に加えて、中東情勢緊
迫による物価の上昇や供給制約、そして米国の二転三転する通商政策等が不確実性を高
め、底堅かった企業業績にも不透明感が広がるものと思われます。賃上げ水準はなお高
く、中東情勢を踏まえた石油価格高騰に対して政府による緊急的激変緩和措置等が実施さ
れるものの、素材価格の高騰等によって物価が上昇し実質賃金は伸び悩むと思われます。
実質賃金の上昇が実現しなければ個人消費の停滞は避けられず、景気の先行きは予断を許
さない状況であります。
　当社グループでは人材不足を補うべく、海外から技能実習生や特定技能外国人の採用を
行い、政府からの介護職員処遇改善支援補助金の活用等による従業員の処遇改善や介護の
DX化を進めて業務負担の軽減と生産性の向上に努めてまいります。
　また中期経営計画を推進すべく、介護の原点に立ち返って、介護スタッフに介護技術及
び接遇の再習得、介護事業所の運営方法を含めた業務の見直しを進めて必要なサービスの
質の維持と向上を図り、サービスの提供地域の維持と拡大のため介護事業所の転換や同業
他社とのＭ＆Ａに努める所存であります。
　福祉用具事業では利用者やケアマネジャー等の目線に立った営業を心掛け、サービス体
制の強化を図ってまいります。また介護用電動ベッド等、当社の強みである自社レンタル
商品中心の販売を進め、福祉用具販売・貸与の地域シェアを高めていく所存であります。
　介護事業では建設コストが高騰して事業所の新設が難しい中、2027年３月に既存の住
宅型有料老人ホーム１ヵ所(長野県上田市)を改修して、需要が多いグループホームに転換
して地域のニーズにきめ細かく対応してまいります。今後も物価の高騰と人件費の上昇が
引き続きコスト高の要因にはなりますが、介護の原点に立ち返ってサービスの質の維持と
向上、及び施設運営の効率化に努めてまいります。
　株主の皆様におかれましては、今後ともなお一層のご支援、ご鞭撻を賜りますようお願
い申しあげます。

－ 19 －
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主要な事業内容、主要な事業所等

事 業 区 分 事 業 内 容

福 祉 用 具 事 業 福祉用具販売貸与

介 護 事 業 有料老人ホーム、訪問介護・看護、デイサービス、居宅介護支援、
食事提供サービス　等

(5) 主要な事業内容（2026年３月31日現在）

名 称 所 在 地

当 社 本社　長野県佐久市長土呂159番地２
※：各営業所、事業所は枠外に記載

ル ル パ 株 式 会 社 長野県佐久市長土呂159番地１

株式会社シルバーアシスト
本社　東京都多摩市落合三丁目９番地の１
営業所、事業所
東京都　福祉用具事業 １　／　介護事業 ６　計７ヶ所

スマートケアタウン株式会社
本社　長野県岡谷市長地梨久保２丁目18－１
事業所
長野県　介護事業 １　計１ヶ所

地 域 営業所、事業所

長 野 県 福祉用具事業 7　／　介護事業 50 計57ヶ所

群 馬 県 福祉用具事業 ４　／　介護事業  8 計12ヶ所

埼 玉 県 福祉用具事業 ３　／　介護事業 12 計15ヶ所

新 潟 県 福祉用具事業 ２　／　介護事業 13 計15ヶ所

栃 木 県 福祉用具事業 ３　／　介護事業  7 計10ヶ所

(6) 主要な事業所等（2026年３月31日現在）

※　当社、営業所、事業所
当社は、サービス提供のため国内に営業所及び事業所を有しております。
地域別に表示すると次のとおりであります。

－ 20 －
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企業集団の従業員の状況、主要な借入先の状況、その他企業集団の現況に関する重要な事項

事業区分別 従業員数

福 祉 用 具 事 業 276名  （15名）

介 護 事 業 665名（290名）

全　　　　　社　　　　　（共　　　　　通） 52名    （5名）

合 計 993名（310名）

従業員数 前事業年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数

923（261）名 △16（25）名 45.4才 6.6年

(7) 企業集団の従業員の状況（2026年３月31日現在）
① 従業員の状況

（注）従業員数は就業人員数であり、臨時雇用者数は年間の平均人員を（　）外数で記載しております。

② 当社の従業員の状況

（注）従業員数は就業人員数であり、臨時雇用者数は年間の平均人員を（　）外数で記載しております。

借　　入　　先 借入額（百万円）

株 式 会 社 八 十 二 長 野 銀 行 1,026

株 式 会 社 群 馬 銀 行 637

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 300

(8) 主要な借入先の状況（2026年３月31日現在）

（注）2026年1月1日に株式会社八十二銀行及び株式会社長野銀行は合併し、株式会社八十二長野銀行となりま
した。

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項
該当事項はありません。

－ 21 －
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株式に関する事項

① 発行可能株式総数 ： 8,000,000株
② 発行済株式の総数 ： 2,436,700株
③ 当事業年度末の株主数 ： 1,448名

株　　主　　名 持株数（株） 持株比率（％）

栁 澤 秀 樹 365,000 14.9

株 式 会 社 カ ン ト リ ビ ュ ー シ ョ ン 300,000 12.3

Ｓ Ｕ Ｎ 株 式 会 社 200,000 8.2

栁 澤 美 穂 165,000 6.7

栁 澤 　 瞬 100,000 4.1

栁 澤 　 翔 100,000 4.1

株 式 会 社 日 本 カ ス ト デ ィ 銀 行 （ 信 託 口 ） 81,000 3.3

栁 澤 陽 子 62,900 2.5

エ フ ビ ー グ ル ー プ 従 業 員 持 株 会 56,844 2.3

フ ラ ン ス ベ ッ ド ホ ー ル デ ィ ン グ ス 株 式 会 社 55,000 2.2

２．会社の現況に関する事項
(1) 株式に関する事項（2026年３月31日現在）

④ 大株主の状況（上位　10名）

－ 22 －
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株式に関する事項

         ⑤ その他株式に関する重要な事項
(ア) 自己株式の取得

2025年８月25日開催の取締役会決議に基づき、以下のとおり自己株式を取得いたしました。
取得した株式の種類及び数　　普通株式　48,300株
取得価額の総額　　　　　　　56,269,500 円
取得日　　　　　　　　　　　2025年８月26日

2025年12月３日開催の取締役会決議に基づき、以下のとおり自己株式を取得いたしました。
取得した株式の種類及び数　　普通株式　31,000株
取得価額の総額　　　　　　　37,665,000 円
取得日　　　　　　　　　　　2025年12月４日

(イ) 自己株式の消却
2025年３月25日開催の取締役会決議に基づき、以下のとおり自己株式を消却いたしました。

消却した株式の種類及び数　　普通株式　160,000株
（消却前の発行済株式総数に対する割合5.97%）

自己株式消却額　　　　　　　155,360,000 円
消却日　　　　　　　　　　　2025年４月９日

2025年８月25日開催の取締役会決議に基づき、以下のとおり自己株式を消却いたしました。
消却した株式の種類及び数　　普通株式　48,300株

（消却前の発行済株式総数に対する割合1.91%）
自己株式消却額　　　　　　　56,269,500 円
消却日　　　　　　　　　　　2025年９月９日

2025年12月３日開催の取締役会決議に基づき、以下のとおり自己株式を消却いたしました。
消却した株式の種類及び数　　普通株式　31,000株

（消却前の発行済株式総数に対する割合1.25%）
自己株式消却額　　　　　　　37,665,000 円
消却日　　　　　　　　　　　2025年12月18日

－ 23 －
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新株予約権等の状況

第 １ 回 新 株 予 約 権

発 行 決 議 日 2021年３月17日

新  株  予  約  権  の  数 （ 個 ） 117,450
新株予約権の目的となる株式の
種 類 と 数

普通株式　117,450株
（新株予約権１個当たりの目的となる株式数は、１株とする。）

新 株 予 約 権 の 払 込 金 額 新株予約権と引換えに金銭を払い込むことを要しない。
新 株 予 約 権 の 行 使 に 際 し て
出 資 さ れ る 財 産 の 価 額

調整後行使価額＝調整前行使価額 × １
分割・併合の比率

調整後
行使価額 ＝

既発行
株式数 × 調整前

行使価額 + 新規発行
株式数 × １株当たり

払込金額
既発行株式数　+　新規発行株式数

新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、次により決定され
る１株当たりの払込金額（以下「行使価額」という。）に定める新株予
約権１個の株式数を乗じた金額とする。
行使価額は、1,709円とする。なお、当社が株式分割（株式無償割当を
含む。）または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整
し、１円未満の端数は切り上げる。

また、当社が行使価額を下回る払込金額で募集株式の発行または自己株
式の処分を行う場合（新株予約権の行使に基づく株式の発行・処分を除
く）は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満
の端数は切り上げる。

上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当
社が保有する自己株式数を控除した数とし、自己株式の処分を行う場合
には「新規発行」を「自己株式の処分」、「１株当たり払込金額」を
「１株当たり処分金額」と読み替えるものとする。さらに、上記のほ
か、当社が吸収合併、新設合併、吸収分割、新設分割、株式交換もしく
は株式移転を行う場合またはその他やむを得ない事由が生じた場合に
は、行使価額は合理的な範囲で調整されるものとする。

(2) 新株予約権等の状況
① 当事業年度末日における新株予約権等の状況

－ 24 －
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新株予約権等の状況

第 １ 回 新 株 予 約 権
権 利 行 使 期 間 新株予約権の付与事項を決定する取締役会決議の日後２年を経過した日

から、当該決議の日後10年を経過する日までとする。ただし、権利行使
の最終日が当社の休日にあたる場合にはその前営業日を権利行使の最終
日とする。

行 使 の 条 件 ①新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、
権利行使時において、当社または当社子会社の取締役、従業員、顧
問、社外協力者その他これに準じる地位を有していなければならな
い。ただし、新株予約権者が任期満了により退任または定年退職した
場合、あるいは取締役会が正当な理由があると認めた場合はこの限り
ではない。

②新株予約権の行使は、当社普通株式がいずれかの金融商品取引所に上
場することを条件とする。

③新株予約権者が死亡した場合、その相続人による新株予約権の権利行
使は認めないものとする。

名称 個数 保有者数

取締役
（監査等委員及び社外

取締役を除く。）
第１回新株予約権 500個 １名

社外取締役 該当ありません。 － －

取締役
（監査等委員） 第１回新株予約権 500個 １名

② 当事業年度末日における当社役員の保有状況

（注）１. 取締役（監査等委員及び社外取締役を除く。）に付与している新株予約権は全て取締役（監査等委員
及び社外取締役を除く。）就任前に付与されたものであります。

２. 取締役（監査等委員）に付与している新株予約権は全て取締役（監査等委員）就任前に付与されたも
のであります。

③ 当事業年度中に交付した新株予約権等の状況
　該当事項はありません。
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会社役員の状況

地　　位 氏　　名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 会 長 栁 澤 秀 樹

代 表 取 締 役 社 長 栁 澤 美 穂 株式会社シルバーアシスト 代表取締役
スマートケアタウン株式会社 代表取締役

取 締 役 依 田 大 利 ＩＲ企画 管掌

取 締 役 二 之 宮 修 経営管理本部長
ルルパ株式会社 代表取締役

取 締 役 寺 尾 文 孝 日本リスクコントロール株式会社 代表取締役社長

取締役（監査等委員・常勤） 佐 々 木 秀 男

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ） 木 内 　 均 銀座パートナーズ株式会社 代表取締役
ワイズコンサルティング株式会社 取締役専務

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ） 一 宮 な ほ み 一宮なほみ法律事務所 代表弁護士

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ） 嶋 方 拓 郎

嶋方会計事務所 所長
アカウンティア株式会社 代表取締役
株式会社LINK-US 監査役
ツクリンク株式会社 監査役
M&A ロイヤルアドバイザリー株式会社 監査役

(3) 会社役員の状況
① 取締役の状況（2026年３月31日現在）

（注）１. 取締役（監査等委員）木内均、一宮なほみ及び嶋方拓郎の３氏は社外取締役であり、株式会社東京証
券取引所に独立役員として届け出ております。

２. 取締役（監査等委員）一宮なほみ氏は、弁護士の資格を有しており、コーポレートガバナンス及び法
務全般に関する相当程度の知見を有しております。

３. 取締役（監査等委員）嶋方拓郎氏は、公認会計士の資格を有しており財務及び会計に関する相当程度
の知見を有しております。

４. 情報収集の充実を図り、内部監査部門等との十分な連携を通じて、監査の実効性を高め、監査・監督
機能を強化するために、佐々木秀男氏を常勤の取締役（監査等委員）として選定しております。
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会社役員の状況

役　　職 氏　　名
執行役員　福祉用具事業部長 中　澤　幸　雄

執行役員　商品管理センター長 中　嶋　伸一郎

② 当社は執行役員制度を導入しており、2026年３月31日現在での取締役兼務者を除く執
行役員及びその担当は以下のとおりであります。

③ 責任限定契約の内容の概要
　当社は、取締役（業務執行取締役等であるものを除く。）との間で、会社法第427条第
１項及び当社定款に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結し
ております。当該契約では、会社法第425条第１項に規定する最低限度額をもって、損害
賠償責任の限度としております。なお、当該責任限定が認められるのは、当該取締役（業
務執行取締役等であるものを除く。）が責任の原因となった職務の遂行について善意でか
つ重大な過失がないときに限定されます。

④ 役員等賠償責任保険契約の内容の概要
　当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険（Ｄ＆Ｏ保険）契約
を保険会社との間で締結しております。当該保険契約の被保険者の範囲は当社及び子会社
の取締役、監査等委員、執行役員であり、被保険者は保険料を負担しておりません。当該
保険契約では、被保険者である役員等がその業務につき行った行為に起因して損害賠償請
求がなされたことにより、被保険者が負担することとなる損害が補填されることとなりま
す。ただし、法令違反の行為であることを認識して行った行為に起因して生じた損害は補
填されないなど、一定の免責事由があります。
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当事業年度に係る取締役の報酬等、社外役員に関する事項

(4) 当事業年度に係る取締役の報酬等
① 役員報酬等の内容の決定に関する方針

　当社は、2021年２月15日開催の取締役会において、取締役の個人別報酬等の内容につ
いての決定に関する方針を決議しております。
　また、取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等について、報酬等の内容
の決定方法及び決定された報酬等の内容が当該決定方針に整合していることを確認してお
り、当該決定方針に沿うものであると判断しております。
　取締役の個人別報酬等の内容についての決定に関する方針の内容は次のとおりです。
１．基本方針

　当社の取締役の報酬は、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとして十分に
機能する報酬体系とし、個々の取締役の報酬の決定に際しては各職責を踏まえた適正な
水準とすることを基本方針としております。報酬体系は基本報酬と非金銭報酬等により
構成し、基本報酬は「役員規程」に定める内容に準じるものとしております。
　役員の報酬の総額は、株主総会の決議により定め、取締役（監査等委員である取締役
を除く。）に対する配分は、取締役会に諮り、決定いたします。
　常勤取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬は、原則として従業員給与の
最高額を基準とし、役職による区分により報酬レンジを役位別に決定いたします。な
お、代表権に対する報酬を別建てとして加算いたします。代表権は原則として取締役会
長及び取締役社長を対象としております。報酬のレンジの適用については、各役員別に
以下の諸項目を勘案して、定めるものとしております。
(1) 当社及び当社グループの業績
(2) 事業計画達成状況及び達成への貢献度
(3) 企業価値向上への功績
(4) その他（就任時の事情等）
　取締役（監査等委員である取締役）に対する配分は、「監査等委員会規則」に基づき
決定いたします。

２．基本報酬（金銭報酬）の個人別の報酬等の額の決定に関する方針
　当社の取締役の基本報酬は、基本方針に定める（1）〜（3）の評価分類を５項目に
分類し、役位に応じた評価基準を定め、評価に基づき報酬テーブルを参照して決定いた
します。
(1) 当社及び当社グループの業績

Ａ 収益レベル（経常利益額）
Ｂ 内部留保額（純資産額）
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当事業年度に係る取締役の報酬等、社外役員に関する事項

区　　分 人　員
（名）

報酬等の総額
（千円）

報酬等の種類別の総額（千円）

基本報酬 ストックオプション

取締役（監査等委員を除く）
（うち社外取締役）

5
（－）

51,000
（－）

51,000
（－）

－
（－）

取締役（監査等委員）
（うち社外取締役）

4
（3）

15,000
（9,000）

15,000
（9,000）

－
（－）

合　計 9
（3）

66,000
（9,000）

66,000
（9,000）

－
（－）

(2) 事業計画達成状況及び達成への貢献度
Ｃ 定量目標（経常利益達成率）
Ｄ 定性的評価

(3) 企業価値向上への功績（過年度からの寄与など）
Ｅ 取締役在任期間

３．非金銭報酬等の個人別の内容の決定に関する方針
　当社取締役が業績に対する意欲や士気を一層高めることにより、企業価値の持続的向
上を図るため、非金銭報酬等としてストックオプションを付与することとしておりま
す。ストックオプションの付与に際しては、当社と同程度の事業規模や業種に属する企
業をベンチマークとする報酬水準を踏まえ、取締役の個人別の報酬等の内容を決定する
ものといたします。

② 取締役及び監査等委員の報酬等の総額

（注）取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
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当事業年度に係る取締役の報酬等、社外役員に関する事項

③ 取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び監査等委員である取締役の報酬等に関
する株主総会の決議に関する事項
　当社取締役（監査等委員である取締役を除く。）の金銭報酬の額は、2020年８月31日
開催の臨時株主総会において年額３億円以内と決議しております（使用人兼務取締役の使
用人分給与は含まない。）。当該臨時株主総会終結時点の取締役の員数は５名です。
　当社監査等委員である取締役の金銭報酬の額は、2020年８月31日開催の臨時株主総会
において年額３千万円以内と決議しております。当該臨時株主総会終結時点の監査等委員
である取締役の員数は３名（うち、監査等委員である社外取締役は３名）です。

(5) 社外役員に関する事項
① 他の法人等の社外役員等との重要な兼務に関する事項

　取締役（監査等委員）木内均氏の兼務先である銀座パートナーズ株式会社及びワイズコ
ンサルティング株式会社との間に重要な取引その他の関係はありません。
　取締役（監査等委員）一宮なほみ氏の兼務先である一宮なほみ法律事務所との間に重要
な取引その他の関係はありません。
　取締役（監査等委員）嶋方拓郎氏の兼務先である嶋方会計事務所、アカウンティア株式
会社、株式会社LINK-US、ツクリンク株式会社、M&A ロイヤルアドバイザリー株式会社
との間に重要な取引その他の関係はありません。

② 主要取引先等特定関係事業者との関係
　該当事項はありません。
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当事業年度に係る取締役の報酬等、社外役員に関する事項

区　　分 氏　　名 主な活動状況

取 締 役
(監査等委員) 木 内 　 均

当事業年度に開催の取締役会17回の全てに出席、及び監査等委員会13
回の全てに出席し、主に政治家としての長年の活動の中で培われたネッ
トワーク力を通じて行政に関連する視点等から、取締役会の意思決定の
妥当性・適正性の確保にあたり、議案審議に必要な発言、及び監査結果
についての意見交換、監査に関する重要事項の協議等を行っておりま
す。

取 締 役
(監査等委員) 一 宮 な ほ み

当事業年度に開催の取締役会17回の内、15回に出席、及び監査等委員
会13回の内、12回に出席し、主に裁判所判事として長年にわたり培わ
れた法律知識・経験と人事院総裁を経験したことにより得られた組織運
営の視点等から、取締役会の意思決定の妥当性・適正性の確保にあた
り、議案審議に必要な発言、及び監査結果についての意見交換、監査に
関する重要事項の協議等を行っております。

取 締 役
(監査等委員) 嶋 方 拓 郎

当事業年度に開催の取締役会17回の全てに出席、及び監査等委員会13
回の全てに出席し、主に公認会計士として培われた専門家としての豊富
な知識と経験の視点等から、取締役会の意思決定の妥当性・適正性の確
保にあたり、議案審議に必要な発言、及び監査結果についての意見交
換、監査に関する重要事項の協議等を行っております。

③ 当事業年度における主な活動状況
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会計監査人の状況

監査証明業務に基づく報酬額 34,500千円
当社及び子会社が会計監査人に支払うべき
金銭その他の財産上の利益の合計額 35,320千円

(6) 会計監査人の状況
① 会計監査人の名称

かなで監査法人

② 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

（注）当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取
引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分でき
ませんので、当事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を含めて記載してお
ります。
監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬
見積りの算定根拠が適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計
監査人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

　　③ 非監査業務の内容
　　　　当社は、かなで監査法人に対して、管理職研修における管理職の基本に関する講義の提

供についての対価を支払っております。

④ 会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　当社は会計監査人が会社法第340条第１項に定める解任事由に該当するとき、会計監査
人が社会的な信用を失墜したとき等、当社の監査業務に重大な支障を来すと認められる事
由が生じたときは、監査等委員全員の同意に基づき、会計監査人の解任または不再任を決
定する方針であります。
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業務の適正を確保するための体制に関する事項

(7) 業務の適正を確保するための体制に関する事項
① 事業の適正を確保するための体制
(1) 取締役、使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
　取締役に対しては、各監査等委員が職務執行を法令及び定款と照らして監視を行うと
ともに、決裁審議において非適合の事象を確認の際は、意見を行い、執行前に防止する
体制としております。使用人に対しては、経営方針書を示し、この運用を行っておりま
す。また、定款に適合しない行為が発生することを防止するため、決裁権限を職務権限
規程で定め、執行前の段階で稟議等による審査を受けなければ執行できない体制として
おります。
(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　執行に係る情報については、「職務権限規程」に基づき、稟議書が作成され、当該稟
議書は決裁システム内にデジタルデータとして保存しております。
(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　当社役員及び関係会社の代表取締役で構成されているリスク・マネジメント及びコン
プライアンス推進委員会において、リスクの洗い出しとその評価を行い、その対応策を
検討・実施決定を図っております。また、未知の新たなリスクについては、その事象及
び確認されているリスクが顕在化あるいはその兆候が発生した折りには、当社役員及び
関係会社の代表取締役は当会議に報告し、現状対応策における不足の有無を確認し、不
足の有る場合は、その対処を検討・実施する体制としております。
(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　中期経営計画及び単年度計画を策定し、適正に経営管理を行っております。
　取締役の職務の執行が効率的に行われるために必要である適正な業務分掌は「業務分
掌規程」及び「職務権限規程」において整備しております。
(5) 当社並びに関係会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
　内部監査室を設置するとともに、「内部監査規程」を設けて業務の適正を確保してお
ります。内部監査室は、被監査部門から独立した部門として、監査の事務を司る部門と
しております。当該部門は、「内部監査規程」に基づき監査を行い、その結果を代表取
締役及び監査等委員に報告しております。
(6) 監査等委員がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用
人に関する事項及びその使用人の取締役からの独立性に関する事項
　監査等委員が補助すべき使用人を置くことを求めた場合は、監査等委員補助員として
使用人を置くこととする。当該使用人は、監査等委員の指示によりその業務を行う。
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業務の適正を確保するための体制に関する事項

　当該使用人の人事考課・異動その他の人事に関する事項の決定は、事前に常勤監査等
委員の同意を得ることにより、当該使用人の独立性を確保しております。
(7) 取締役及び使用人が監査等委員に報告するための体制及びその他監査等委員への報告
に関する体制
　代表取締役及び取締役は、取締役会その他の者が出席する重要な会議において、随時
その職務の執行状況等を速やかに報告しております。
　取締役及び使用人は当社に著しい損害を及ぼす事実、不正行為、又は法令に違反する
重大な事実を発見したときは、当該事実について監査等委員に速やかに報告しておりま
す。
(8) その他監査等委員の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　監査等委員は、監査を実効的に行うために必要と判断した時は、取締役及び使用人に
対し職務の執行状況について報告をいつでも求めることができる。報告を求められた取
締役及び使用人は、その求めに応じて速やかに報告しなければならない。
　監査等委員は取締役会のほか、重要な会議と監査等委員が判断した会議には出席を
し、必要に応じて意見を述べることができるとともに、議事録その他の関係書類を閲覧
できるようにしております。
(9) 反社会的勢力との取引排除に向けた基本的考え方及びその整備状況
　当社グループは、社会の秩序、企業の健全な事業活動の脅威となる反社会的な団体・
個人とは一切の関係を持たず、一切の利益を供与致しません。

(10) 財務報告の信頼性を確保するための体制
（ａ）経理業務に係る規程等を整備するとともに、金融商品取引法及びその他の関係法令

等を遵守して、財務報告の信頼性を確保するための体制の充実を図るものとしており
ます。

（ｂ）内部監査による継続的なモニタリングにより、財務報告の適正性の確保に努めるも
のとしております。

② 業務の適正を確保するための体制の運用状況
　業務の適正を確保するための体制について、当社は内部管理体制の強化が必須であると
認識しております。当社の管理業務体制を強化するために、内部監査室は巡回及びモニタ
リングを定期的に実施するとともに、監査等委員や会計監査人と連携を図ることで業務を
適切に運用しております。
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連結貸借対照表

連結貸借対照表（2026年３月31日現在） （単位：千円）
資産の部 負債の部

科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
売 掛 金
商 品
貯 蔵 品
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物 及 び 構 築 物
機 械 装 置 及 び 運 搬 具
土 地
リ ー ス 資 産
そ の 他

無 形 固 定 資 産
の れ ん
リ ー ス 資 産
そ の 他

投資その他の資産
投 資 有 価 証 券
繰 延 税 金 資 産
そ の 他　

4,195,640
2,173,246
1,694,699
15,265
17,383
295,159
△113

5,131,511
4,276,564
3,675,284
47,180
398,869
22,318
132,911
214,018
116,917
50,230
46,870

640,928
47,604
342,830
250,494　

流 動 負 債 2,577,401
支 払 手 形 及 び 買 掛 金 214,493
短 期 借 入 金 606,000
１年内返済予定の長期借入金 280,530
リ ー ス 債 務 24,077
未 払 金 786,273
未 払 法 人 税 等 203,839
契 約 負 債 246
賞 与 引 当 金 328,910
そ の 他 133,030

固 定 負 債 2,820,749
長 期 借 入 金 1,660,864
リ ー ス 債 務 54,686
退 職 給 付 に 係 る 負 債 31,895
資 産 除 去 債 務 448,161
長 期 未 払 金 555,851
そ の 他 69,290
負 債 合 計 5,398,150

純資産の部
株 主 資 本 3,918,055
資 本 金 496,544
資 本 剰 余 金 486,544
利 益 剰 余 金 2,934,967

その他の包括利益累計額 10,945
その他有価証券評価差額金 10,945
純 資 産 合 計 3,929,000

資 産 合 計 9,327,151 負債・純資産合計 9,327,151

連結計算書類
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連結損益計算書

連結損益計算書（2025年４月１日から2026年３月31日まで） （単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 11,533,904
売 上 原 価 9,754,231
売 上 総 利 益 1,779,673

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,145,121
営 業 利 益 634,552

営 業 外 収 益
受 取 利 息 及 び 配 当 金 6,409
補 助 金 収 入 164,404
助 成 金 収 入 10,216
社 宅 使 用 料 25,471
確 定 拠 出 年 金 返 還 金 3,501
そ の 他 16,393 226,396

営 業 外 費 用
支 払 利 息 31,618
そ の 他 3,320 34,938

経 常 利 益 826,009
特 別 損 失
減 損 損 失 140,736 140,736

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 685,273
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 289,843
法 人 税 等 調 整 額 △69,050 220,792

当 期 純 利 益 464,480
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 464,480
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連結株主資本等変動計算書

連結株主資本等変動計算書（2025年４月１日から2026年３月31日まで） （単位：千円）
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計
当期首残高 496,544 486,544 2,802,181 △155,360 3,629,909
当期変動額
剰余金の配当 － － △82,400 － △82,400
親会社株主に帰属する
当期純利益 － － 464,480 － 464,480

自己株式の取得 － － － △93,934 △93,934
自己株式の消却 － － △249,294 249,294 －
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） － － － － －

当期変動額合計 － － 132,786 155,360 288,146
当期末残高 496,544 486,544 2,934,967 － 3,918,055

その他の包括利益累計額
純資産合計その他有価証券

評価差額金
その他の包括利益
累計額合計

当期首残高 11,668 11,668 3,641,578
当期変動額
剰余金の配当 － － △82,400
親会社株主に帰属する
当期純利益 － － 464,480

自己株式の取得 － － △93,934
自己株式の消却 － － －
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） △723 △723 △723

当期変動額合計 △723 △723 287,423
当期末残高 10,945 10,945 3,929,000
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貸借対照表

貸借対照表（2026年３月31日現在） （単位：千円）
資産の部 負債の部

科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
売 掛 金
商 品
貯 蔵 品
前 払 費 用
関 係 会 社 短 期 貸 付 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 両 運 搬 具
工 具 、 器 具 及 び 備 品
土 地
リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産
の れ ん
借 地 権
ソ フ ト ウ ェ ア
リ ー ス 資 産
そ の 他

投資その他の資産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
出 資 金
関 係 会 社 長 期 貸 付 金
長 期 前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
そ の 他　

3,833,445
1,905,458
1,603,714
10,579
17,383
43,698
8,130

244,562
△80

5,252,248
4,283,412
3,436,598
233,660
45,599
1,581

132,083
412,455
21,434

176,957
80,266
10,712
5,045
50,230
30,704

791,877
47,604
152,576

55
23,946
20,566
322,657
224,471

流 動 負 債 2,482,228
買 掛 金 207,204
短 期 借 入 金 600,000
１年内返済予定の長期借入金 279,162
リ ー ス 債 務 23,643
未 払 金 736,173
未 払 費 用 116,585
未 払 法 人 税 等 194,444
契 約 負 債 298
賞 与 引 当 金 312,491
そ の 他 12,225

固 定 負 債 2,817,920
長 期 借 入 金 1,658,486
リ ー ス 債 務 54,235
退 職 給 付 引 当 金 31,895
資 産 除 去 債 務 448,161
長 期 未 払 金 555,851
そ の 他 69,290
負 債 合 計 5,300,148

純資産の部
株 主 資 本 3,774,600
資 本 金 496,544
資 本 剰 余 金 486,544
資 本 準 備 金 486,544

利 益 剰 余 金 2,791,512
そ の 他 利 益 剰 余 金 2,791,512
繰 越 利 益 剰 余 金 2,791,512

評価・換算差額等 10,945
その他有価証券評価差額金 10,945
純 資 産 合 計 3,785,545

資 産 合 計 9,085,694 負債・純資産合計 9,085,694

計算書類
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損益計算書

損益計算書（2025年４月１日から2026年３月31日まで） （単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 10,830,124
売 上 原 価 9,152,008
売 上 総 利 益 1,678,116

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,059,120
営 業 利 益 618,996

営 業 外 収 益
受 取 利 息 4,561
受 取 配 当 金 1,648
補 助 金 収 入 155,965
助 成 金 収 入 9,566
社 宅 使 用 料 23,718
確 定 拠 出 年 金 返 還 金 3,282
そ の 他 15,128 213,870

営 業 外 費 用
支 払 利 息 31,461
そ の 他 2,833 34,294

経 常 利 益 798,572
特 別 損 失
減 損 損 失 140,736 140,736

税 引 前 当 期 純 利 益 657,836
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 276,437
法 人 税 等 調 整 額 △56,557 219,880

当 期 純 利 益 437,955
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株主資本等変動計算書

株主資本等変動計算書（2025年４月１日から2026年３月31日まで） （単位：千円）
株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 資本剰余金
合計

その他利益
剰余金 利益剰余金

合計繰越利益
剰余金

当期首残高 496,544 486,544 486,544 2,685,250 2,685,250
当期変動額
剰余金の配当 － － － △82,400 △82,400
当期純利益 － － － 437,955 437,955
自己株式の取得 － － － － －
自己株式の消却 － － － △249,294 △249,294
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） － － －

当期変動額合計 － － － 106,261 106,261
当期末残高 496,544 486,544 486,544 2,791,512 2,791,512

株主資本 評価・換算差額等
純資産合計

自己株式 株主資本
合計

その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 △155,360 3,512,978 11,668 11,668 3,524,647
当期変動額
剰余金の配当 － △82,400 － － △82,400
当期純利益 － 437,955 － － 437,955
自己株式の取得 △93,934 △93,934 － － △93,934
自己株式の消却 249,294 － － － －
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） － － △723 △723 △723

当期変動額合計 155,360 261,621 △723 △723 260,898
当期末残高 － 3,774,600 10,945 10,945 3,785,545
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連結会計監査

かなで監査法人
東京都中央区
指 定 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 若月　健

指 定 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 筑紫　徹

独立監査人の監査報告書
2026年５月25日

エフビー介護サービス株式会社
取締役会　御中

監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、エフビー介護サービス株式会社の
2025年４月１日から2026年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連
結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を
行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠して、エフビー介護サービス株式会社及び連結子会社からなる企業集団の
当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示
しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を
行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の
責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影
響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会
社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査
法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記
載内容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報
告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておら
ず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

監査報告

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告
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連結会計監査

　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過
程において、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との
間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の
記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した
場合には、その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制
を整備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作
成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企
業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開
示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を
監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又
は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書にお
いて独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又
は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思
決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程
を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示
リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断
による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものでは
ないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案する
ために、監査に関連する内部統制を検討する。
・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた
会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
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連結会計監査

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、ま
た、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又
は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関す
る重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注
意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場
合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の
結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ
り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の
表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示して
いるかどうかを評価する。
・　連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する
十分かつ適切な監査証拠を入手するために、連結計算書類の監査を計画し実施する。監査
人は、連結計算書類の監査に関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、
単独で監査意見に対して責任を負う。
　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程
で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求めら
れているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規
定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び
阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽
減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ
り記載すべき利害関係はない。

以　上
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個別会計監査

かなで監査法人
東京都中央区
指 定 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 若月　健

指 定 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 筑紫　徹

独立監査人の監査報告書
2026年５月25日

エフビー介護サービス株式会社
取締役会　御中

監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、エフビー介護サービス株式
会社の2025年４月１日から2026年３月31日までの第39期事業年度の計算書類、すなわ
ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書
（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点
において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を
行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責
任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響
度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社から独立してお
り、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明
の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記
載内容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報
告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておら
ず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

計算書類に係る会計監査人の監査報告
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個別会計監査

　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程
において、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に
重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載
内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した
場合には、その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
計算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽
表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整
備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成す
ることが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示す
る責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を
監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は
誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書におい
て独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤
謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に
影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程
を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示
リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断
による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではな
いが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するた
めに、監査に関連する内部統制を検討する。
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・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた
会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、ま
た、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又
は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関す
る重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意
を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合
は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論
は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、
企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表
示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示している
かどうかを評価する。
　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程
で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求めら
れているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規
定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び
阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽
減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

以　上
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監査等委員会の監査

監　査　報　告　書

　当監査等委員会は、2025年４月１日から2026年３月31日までの第39期事業年度におけ
る取締役の職務の執行を監査いたしました。その方法及び結果について以下のとおり報告い
たします。

１．監査の方法及びその内容
　監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取
締役会決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）につ
いて取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要
に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施いたしました。
①　監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連携

の上重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告
を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所
において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の
取締役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受け
ました。

②　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検
証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じ
て説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保
するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管
理基準」（企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説
明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸
借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並び
に連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結
注記表）について検討いたしました。

監査等委員会の監査報告書
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監査等委員会の監査

２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査の結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示して
いるものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事
実は認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。
　　また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行

についても、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人かなで監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果
　会計監査人かなで監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

監査等委員 佐 々 木 秀 男 ㊞
監査等委員 木 内 　 均 ㊞
監査等委員 一 宮 な ほ み ㊞
監査等委員 嶋 方 拓 郎 ㊞

2026年５月26日
エフビー介護サービス株式会社
監査等委員会

(注) 監査等委員 木内　均、一宮なほみ、嶋方拓郎は、会社法第２条第15号及び第331条
第６項に規定する社外取締役であります。

以　上
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株主総会会場ご案内図

会 場

　

長野県佐久市長土呂159番地２
エフビー介護サービス株式会社　本社　会議室
〔TEL〕０２６７－８８－８１８８（代表）

交 通
　

JR北陸新幹線・小海線　佐久平駅から徒歩20分　車５分

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。

株主総会会場ご案内図

141

9

エフビー介護サービス
本社

株主様駐車場

佐久北IC

蓼科口

佐久IC西

エフビー介護サービス
佐久営業所

中部横断
自動車道

上信越自動車道

タカラスタンダード
佐久平ショールーム

ホテルＡＺ

佐久IC東

長土呂東

佐久平駅東

佐久平駅

佐久IC

流通業務団地前

アム・アム
ビレッジ

フレスポ佐久

イオンモール佐久平

※ご来場に当たりサポートが必要な株主様は、準備のため事前に上記の電話番号まで連絡をお願いいたします。
(土・日曜日を除く平日　8:30～17:30)


